
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　本事業は、違法駐車取締りに係る執行力を確保し、良好な駐車秩序を確立させるため、取締り業務の民間委託に

必要な経費であり、道路における危険を防止し、交通の安全と円滑を図るため、このまま継続する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 9,643 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 16,096 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 0 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 0 件 目標値 0

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 0 件

目標値 0 件 目標値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 H18

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

駐車監視員活動区域における駐車違反に起因する交通死亡事故件数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　本事業は、道路交通法で定められた違法駐車車両の使用者に対する制裁金（放置違反金）制度の運用に必要なシ

ステムの維持管理に係る経費であり、違法駐車に係る使用者責任を追及し、放置違反金の徴収を適正に実施する必

要があることから、このまま継続とする。

当初 事　項 放置車両確認事務委託費 予算主管課 警察本部　交通指導課

事　業

概　要
　良好な駐車秩序の確立を図るため、放置車両確認事務を民間に委託する。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 23,201 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 24,067 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

件 実績値 件

達成率 100.00 ％ 達成率 ％

0 件

実績値 0 件 実績値 件 実績値

0 件 目標値 0 件 目標値

Ｒ7年度 時点･期間 Ｒ8年度

現状値 0 件

目標値 0 件 目標値

Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間

-

Ｋ  P  Ｉ

システムに関する重大障害事案の発生件数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 放置駐車違反管理システム等運用費 予算主管課 警察本部　交通指導課

事　業

概　要

　適正かつ効率的な放置駐車違反管理業務を推進するため、放置駐車違反に関す

る情報をシステムで管理する。

始期 H17

終期

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　令和５年度のＫＰＩの実績は想定を上回る成果が出ている。

　信号制御機の計画的な更新は、交通安全施設の維持管理を行う上で最重要課題であり、令和６年度以降も目標達

成すると考えられることから、執行方法の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 379,152 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
452,690 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 111.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 111 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 H24

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

信号制御機の計画更新達成率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　地域における交通安全活動を第１線で率先して行い、交通安全意識を地域に根付かせるために今後も継続する必

要がある。

当初 事　項 交通安全施設等整備事業費 予算主管課 警察本部　交通規制課

事　業

概　要

　交通事故防止及び交通の円滑化を図るため、交通信号機の新設・更新等、交通

安全施設の整備を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　委員の高齢化に伴い期間中に３人の委員が離脱したため、一部地区での活動が減少したものと考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 784 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 800 千円
最終現計予

算額

実績値 回

達成率 95.75 ％ 達成率 ％ 達成率

回

実績値 8329 回 実績値 回 実績値 回

回 目標値 8699 回 目標値 8699

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 9262 回

目標値 8699 回 目標値 8699

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 H21

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

委員の活動回数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 地域交通安全活動推進委員活動費 予算主管課 警察本部　交通企画課

事　業

概　要

　地域における道路の利用方法の問題等を解決するため、住民理解を深める運動の推進、交通

の安全と円滑に資する活動等を目的とする地域交通安全活動推進委員を委嘱する。
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6

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　令和５年度のKPI実績値は目標値には及ばなかったが、細施策KGIとの相関関係が極めて高く、交通事故防止を

図るための重要施策であることから、このまま継続する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　横断歩道等について、交通事故の発生状況や通学路等といった道路交通環境を総合的に勘案しつつ、優先度の高いものから整備を推進しているところ、多通行帯道路が交わ

る大型交差点における長大横断歩道の整備や交通量が多い主要幹線道路等における夜間作業に伴う施工費用の増加等により、執行額が予算単価を大幅に上回って事業量が減少

したことなどが、目標達成に及ばなかった要因と考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 224,695 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
233,806 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 80.60 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 80.6 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 S39

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

横断歩道(道路標示)の更新率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　自動車安全運転センターが行う通知業務は、警察が行う交通事故防止対策と密接な関係を有している。

　同センターは、平成15年10月１日に民間法人化され、政府の出資が全面的にカットされた状況にあることか

ら、今後も補助金による助成をする必要があるため、このまま継続する。

当初 事　項 県単独交通安全施設整備事業費 予算主管課 警察本部　交通規制課

事　業

概　要

　道路交通の安全と円滑化を図るため、道路標識・標示や信号灯器等の新設・更

新を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　令和５年度の通知件数1,668件に対し、運転免許の効力停止等を受けた者は1,229人と前年度に比較して増加傾向にあったが、こ

れは、新型コロナウイルスの５類移行に伴う規制の緩和に伴い、交通流が増加した事が原因と考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 355 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 355 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 78.80 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 73.6 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 58 ％ 目標値 58

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 66 ％

目標値 58 ％ 目標値 58

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 S52

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

通知（警告）を受けた者が運転免許の効力停止等を受けた割合

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 自動車安全運転センター通知業務補助金 予算主管課 警察本部　交通企画課

事　業

概　要
　交通違反者への累積点数通知業務に要する人件費を補助する。
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8

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　令和５年度のＫＰＩの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、令和６年度以降も本施策の必要性・重要性を踏

まえると、ＫＰＩは目標達成すると考えられることから、令和６年度の執行方法の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 56,092 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 67,688 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 S30

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

交通安全施設移設要望の達成率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　令和５年度は外的要因の影響により目標が達成できなかった。

　令和６年４月現在では外的要因であった電線の不足については改善されつつあるため、令和６年度の執行におい

ては、当初想定どおりの成果が期待される。

当初 事　項 交通安全施設移設等整備費 予算主管課 警察本部　交通規制課

事　業

概　要
　交通安全施設の移設及び新設した交通安全施設の維持管理を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　　令和５年度は電線共同溝事業１区間を実施する予定であり、実施計画どおりに設計していたが、信号機の工事で使用する電線

が全国的に入手できなくなる外的要因が発生したことで、予定していた事業を実施できなかったことが目標に及ばなかった原因と

考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 6,709 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 6,746 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 11.80 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 11.8 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 S62

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

警察が整備すべき交通安全施設の整備率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 電線共同溝整備対策費 予算主管課 警察本部　交通規制課

事　業

概　要
　電線類地中化に伴う信号機等の整備を行う。
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10

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　令和５年度のKPI実績は想定どおりの成果が出ており、令和６年度以降もシステムの重大障害事案を発生させ

ず、県民に安定したサービスを提供するためにはシステムの安定運用が不可欠であることから、事業を継続する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 50,343 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 52,068 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 0 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 0 件 目標値 0

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 0 件

目標値 0 件 目標値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 H17

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

県警基幹システムに関する重大障害事案の発生件数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　運転免許電子計算機は、警察庁及び全都道府県と接続して運転者管理システムを運用し、県民に安定したサービ

スを提供することが目的であり、各種免許業務に必要不可欠であるため、このまま継続する。

当初 事　項 自動車保有手続ワンストップサービス運用費 予算主管課 警察本部　交通規制課

事　業

概　要

　自動車の保有に係る申請手続き(保管場所証明、登録・検査、各種租税の納付等)をオンライ

ンで一括処理できる自動車保有手続ワンストップサービス（OSS）のシステムを運用する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 290,322 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
298,806 千円

最終現計予

算額

実績値 件

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 0 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 0 件 目標値 0

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 0 件

目標値 0 件 目標値 0

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 S60

終期 -

Ｋ  P  Ｉ

システムに関する重大障害事案の発生件数

KPI種別 下がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 運転免許電子計算機運用費 予算主管課 警察本部　運転免許課

事　業

概　要

　運転免許センター等に設置している汎用電子計算機のシステム改修や運用等を

行う。


